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■既調査事例の検討（H15）
「CM方式導入促進方策調査報告書」

（H14.12 （財）建設業振興基金 CM方式導入促進方策研究会）
・地方公共団体が発注する公共建築工事を対象としたCM方式の
導入促進のあり方について調査研究

・地方公共団体に対し、外部支援の必要性についてアンケート調査を実施

・発注業務において外部支援を必要としている自治体は71%
・都道府県では、積算業務、工事管理・検査業務でのニーズが高い
・市町村においては、さらに企画立案時にも外部支援を必要とする
・外部支援の理由として「技術職員の不足」「専門知識、技能の必要性」
「業務の効率化」が高い

１．近年の主な活動（1/4）
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■受注実態調査
・建コン協会員（コンサルタント各社）を対象としたアンケート調査を実施
・H15年度、H17年度の2回実施

H17年度調査結果

・配布社数65社、回答社数32社（回答率49%）、有実績社数17社
・発注者は、市町村と都道府県で過半数を占め、財団法人、国土交通
省を加えた4者で85%を占める。

・受注額は500万円未満の案件が急増、大型案件は1割程度。
・「道路」「廃棄物」案件が多い。
・「建設環境」に関する案件が多くなったこと、従来からのカテゴリーで
括れない案件（教育施設、公共施設全般等）の伸びが顕著。

・アドバイザリー業務が多きく伸び、全体の2/3程度を占める。

近年の主な活動（2/4）
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■セミナー開催

・建コン協会員（コンサルタント各社）を対象とし、「PMセミナー」を開催。

・マネジメントをコンサルタント業務の新領域として紹介するとともに、外部講
師を招き講演会を開催。

2004年8月 「これからの建設マネジメントにおける新たな視点」

～インフラ整備におけるコンサルタントの役割～

大津宏康氏（京都大学）

2006年6月 「建設マネジメントの方向性について」－品確法を中心として－

濱田俊一氏（国土技術政策総合研究所）

2007年11月 「建設マネジメントとコンサルタント」

－不完全契約の視点より－

小林潔司氏（京都大学大学院）

近年の主な活動（3/4）
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■「CM方式活用の手引き（案）」の作成

・「インフラCM方式活用の手引き（案）」（H17.7 インフラCM研究会※）を

建コン協が引き継ぎ、建コン協として見直してPMセミナー2007にて公表

・セミナー参加者に配布

※インフラCM研究会：土木系コンサルタント12社による研究会

「インフラCM方式活用の手引き（案）」は、主として地方公共団体が

発注する公共インフラ事業を対象としたCM方式の導入・活用の

あり方について調査・研究したもの。

近年の主な活動（4/4）
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品確法の精神
も後押し 財政負担の圧迫

専門技術者不足

設計ミス

効率的
な調達

事業遅延

問題点

品質確保

分離・分割発注の
設計、工事間の調整強化

発注体制の強化

適切な設計
と工事発注

コスト縮減

品確法

対応策
ＣＭによる支援

（１）ＣＭ方式の導入背景と活用の効果

２．ＣＭ方式活用の手引きについて
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（２）自治体等のＣＭ方式活用上の問題

ＣＭ契約は？ ＣＭの
選択方法は？

ＣＭの業務対価
はどのように精算
するの？

発注者とＣＭＲ
の 役 割 分 担
は？

ＣＭは、どのよう
な効果が期待で
きるの？

業務仕様書や共通仕様
書はどのようなものを使用
するのか？

ＣＭの契約
は？

スムーズな発注を支援
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①ＣＭ方式活用対象事業・工事の選定

（３）ＣＭ方式活用の手引き

②ＣＭ方式の導入段階

③ＣＭ方式の活用パターン選定

④ＣＭ業務内容と役割分担の決定

⑤ＣＭ業務費用の積算

⑥ＣＭＲの選定

⑦契約編として共通仕様書を添付

◇ＣＭ方式活用の手引きの構成

ＣＭ方式設定
の設定方法
について記述

発注方法
ＣＭＲ選定
・積算

について記述

以降に、各節の概要を整理
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特にＣＭ方式による効果の大きな対象事業の（例）
①「災害等の短期的・集中的業務」や「発注者業務の多様化対応」が必要

③「専門性の高い、経験の少ない工種対応」や「地元受注者の技術力補助・
品質確保」「大プロジェクトの管理・錯綜する事業間の調整」が必要

【外部の専門的な知識・技術の活用による発注体制の強化】

【 分離、分割発注する設計業務や工事間の効率的な調整 】

【 品質確保・コスト構成の透明化・コスト縮減 】

②「分割業務の調整・整合性確保」や「 専門工事の工種間の調整」が必要

ＣＭ方式はあらゆる事業・工事に採用が可能

効果

①ＣＭ方式活用対象事業・工事の選定

1
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設計段階Ⅰ 工事発注段階Ⅱ 施工段階Ⅲ

設計発注計画 工事発注計画

調達管理設計管理

施工状況確認

関連工事
問題調整

設計変更対応
施工条件設定

請負工事者間
調整

工事区間調整設計者間調整

一貫したマネジメントが効果的

■どの段階、組み合わせ（Ⅰ～Ⅲ）での導入も可能

■多いのは、Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ、Ⅰ＋Ⅱ、Ⅱ＋Ⅲ

もしくはⅠ、Ⅲ単独

※濃いハッチングは、特にニーズの高い業務

②ＣＭ方式の導入段階

1
1



指示等の関係契約関係

③ＣＭ方式の活用パターン

導入段階や目的に応じた様々な組み合わせが可能

発注者

設計者 施工者

ＣＭＲ

設計と施工を同
時に監理

設計段階
の監理

施工段階
の監理

DB支援、

発注補助

1
2



【設計・施工監理型】

工事
発注

発注者

設計者

設計 施工

CMR

施工者

指示等の関係契約関係

ＤＢ発
注

発注者

設計施工一括請負者

設計及び施工

CMR

単一の設計者、請負工事者に対し、設計者・施
工者から独立したＣＭＲによる監理

③-1 ＣＭ方式の活用パターン（例１）
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【設計・施工統括マネジメント型】

工事
発注

発注者

設
計
者
1

設計 施工

設
計
者
2

施
工
者
１

施
工
者
２

CMR

③-2 ＣＭ方式の活用パターン（例２）

指示等の関係契約関係

複数の設計者、請負工事者に対し、設計
者・施工者から独立したＣＭＲによる監理

1
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【設計拡張型】

設計者
がCMRに

工事
発注

発注者

設計者

設計 施工

CMR

施
工
者
１

施
工
者
２

③-3 ＣＭ方式の活用パターン（例３）

設計者が工事発注段階以降に
工事発注支援、施工監理を実施

指示等の関係契約関係
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④業務内容と役割分担

設計段階 発注段階 施工段階

設計発注計画 工事発注計画 施工状況確認

調達管理
設計変更対応

設計業務監理

設計者間調整

請負工事者間調整

施工条件設定

関連工事問題調整

工区間調整

ＣＭＲの業務項目とする業務内容を明確に設定

チェックリストの活用
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◇ＣＭ業務チェックリストのイメージ

◆チェックリストによ
る業務内容の確認

発注者ＣＭＲが可能な行為

「確認・照査」「交渉・調整」「分析・評価」「判断・意志決定」

◆役割分担

役割分担について仕様書等への明記が必要

1
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⑤ＣＭ業務費用の積算

【サポートチー
ム】

【常駐担当者】

【非常駐担当者】

発
注
者

管理技術者
（ＣＭｒ）

担当技術者A

担当技術者B

担当技術者C

担当技術者D

サポートチーム
：専門技術者E

Ｃ Ｍ Ｒ

⑤-1 ＣＭＲの人員構成
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CM業務費用

事務用品費

旅費交通費

業務用自動車損料、運転費等

現場労務費

業務用事務室損料等

直接人件費

直接経費

技術経費

業務管理費

諸経費一般管理費

間接管理費

直接業務費

業務価格

消費税相当額

⑤-2 ＣＭ業務費用の構成と積算

資料２に具体的な積算内容を示す。

●通常業務積算内容と同様の構成
●必要に応じ事務所経費等を必要とする

：通常設計業務との相違点

1
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⑥ＣＭＲの選定とＣＭＲの必要資格

具体的な選定手順はマニュアルを参照。

ＣＭＲ選定の手順

・ステップ１：発注の決定から、業務設定とＣＭＲ選定準備

・ステップ２：ＣＭＲ選定審査

・ステップ３：契約および契約金額の決定

公募型プロポーザル

選定委員会

透明性の観点から公募型を想定

通常内部委員（必要に応じ外部有識者）

契約金額 提案内容、参考見積と予算をふまえた調整

選定プロセス開示 公平性・透明性の観点から開示

評 価 評価は提案書に対するヒアリングを前提

2
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①受注件数の推移
対象業務年表：平成14、15、16年度受注業務
調査時期：平成17年10月～11月
配布社数：65社（技術部会所属会員）
回答社数：32社
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３．ＣＭ／ＰＭ関連業務の受注実態調査

2
1



②発注者の内訳

21%

20%

9%
35%

6%

1%2%3%
3%

市町村

都道府県

財団法人

国土交通省

民間

その他1次官庁

その他

社団法人

首都・阪神・本四公団

自治体（都道府県，市町村）で過半数を占める

件数ベース
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③業務分野

廃棄物
19%

建設環境

14%

公共施設全般

5%

教育施設

18%

建築

3%

区画整理

2%
鉄道
1%

トンネル

3%

橋梁

2%
道路

14%

公園

7%

上下水道

3%

河川

4%

ダム

4%

宅地造成

1%

道路

橋梁

トンネル

鉄道

公園

宅地造成

ダム

河川

上下水道

廃棄物

建設環境

公共施設全般

建築

区画整理

教育施設

教育施設，廃棄物，道路，建設環境で過半数を占める

件数ベース
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④業務種別

8%

8%

20%

64%

AD

DM

CM

PM

AD（アドバイザリー業務）が過半数を占める

件数ベース

2
4



⑤実施段階

25%

20%

14%

29%

12% 計画段階

設計段階

入札・契約段階

施工段階

維持管理段階

施工段階，計画段階における件数が多い

件数ベース
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⑥管理技術者の資格要件

46%

8%

0%0%

5%

41%

技術士

RCCM

一級土木施工管理技士

一級造園施工管理技士

その他

指定無し

件数ベース
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マネジメント業務の概ねの定義

■アドバイザリー
特定の業務あるいは期間、発注者からの技術的な相談に対して
アドバイスするもの。

■ＤＭ （Design Management）
工事発注の後に、設計者として発注者や施工者に対して、
設計意図の説明をしたり、工事進捗に伴う変更設計をおこなったり、
施工審査等をおこなうもの。

■ＣＭ （Construction Management）
設計者、施工者とは別の立場で、設計～施工～管理までの
各種マネジメント業務の全部あるいは一部を発注者の補助・代行
をおこなうもの。

■ＰＭ （Project Management）
発注者側の立場で（あるいは発注者の代理として）、設計者・施工者
をコントロールすることで、工程、コスト、品質を管理するもの。
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４．課題と今後の展開

①各分野におけるＣＭ／ＰＭ等マネジメント業務を、計画段階から施工
段階まで幅広く受注し、業務実績を蓄積する。

②協会員のＣＭ／ＰＭ等マネジメント技術のスキルアップを図り、各種
ＣＭ／ＰＭ等マネジメント業務に対応できる体制を構築する。

③ＣＭ／ＰＭ等マネジメント業務等の契約内容、形態等について整備改
善を図る。

④「ＣＭ方式活用の手引き（案）」をもとに各地方でのセミナー開催を
通じてＣＭ事業の普及を図るとともに、「ＣＭ方式活用協議会（平
成19年11月立上げ）」のメンバーとして参画し、ＣＭの普及に努
める。
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